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平成２３年１２月２２日

第６回霞が関法科大学院生インターンシップの実施について

１ 人事院は、平成２１年度より、法科大学院と協力して、「霞が関法科大学院

生インターンシップ」を年２回、実施しています。

このインターンシップは、将来、国の行政機関を含めたわが国の各分野で幅

広く活躍することが期待される有為の法科大学院生に対して行政実務に係る就

業経験の機会を付与することにより、法科大学院が教育の一環として行うエク

スターンシップに協力するとともに、行政に対する理解を深めてもらうことを

目的としています。

２ 本年度の第２回目となる、「第６回霞が関法科大学院生インターンシップ」

（２月上旬～３月下旬にかけて各府省で実習）の受入れが次のとおり、決定し

ました。

（ ）内は人数[受入れ府省]

人事院（１）、公正取引委員会（１）、金融庁（１）、総務省（１）、

法務省（４）、外務省（２）、文部科学省（１）、国土交通省（１）、

環境省（２）

（計９府省 １４人）

（ ）内は人数[学生の在籍する法科大学院]

東京大学（２）、京都大学（１）、慶應義塾大学（４）、中央大学（２）、

上智大学（１）、明治大学（３）、青山学院大学（１）

（計７大学院 １４人）

３ 今後の予定は次のとおりです。

 実習は概ね２週間を基本

 実習開始に当たり、オリエンテーションを人事院で実施

 各府省で法令の解釈・立案など実習（２月上旬～３月下旬）

 実習終了後：学生が報告書提出

人事院において報告書を取りまとめるとともに、修了証書を授与します。

以 上

問 人事院人材局企画課長 福田 紀夫
合 人材確保対策室長 新生 政信
せ 主任募集対策官 小川 和也
先 電話(03)3581-5311(内線2316)

(03)3581-5314(直通)



府　省　名 研　　　究　　　課　　　題 受入予定者人数

人　事　院 公平審査実務 １名

公正取引委員会 独占禁止法の審判手続の運用 １名

金　融　庁 金融庁所管法令に関する行政実務 １名

総　務　省 行政管理・評価行政に関する行政実務 １名

法　務　省 国際研修実施業務及びそれに付随する事務 ４名

ＷＴＯ及びＥＰＡにおけるサービス交渉に関する行政実務 １名

経済連携に関する実務、資料作成 １名

文部科学省 私立学校法等に関する行政実務 １名

国土交通省 航空行政に関する具体的諸課題に係る検討及び制度設計 １名

環　　境　　省 環境影響評価法制に関する行政実務 ２名

総　　数 １４名

第６回（平成２３年度）霞が関法科大学院生インターンシップ 研究課題一覧

外　務　省

【参考資料１】



第５回　霞が関法科大学院生インターンシップ
参加者に対するアンケート結果の概要

 【参考資料２】
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図２ 実習中の業務内容
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図４ 実 習 の 感 想
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【参考資料３】

霞が関法科大学院生インターンシップ

将来、国の行政機関を含めた我が国国家社会のあらゆる分野で
幅広く活躍することが期待される有為の法科大学院生に対して行
政実務に係る就業経験の機会を付与することにより、法科大学院
が教育の一環として行うエクスタ－ンシップに協力するととも
に、国の行政に対し深い理解を有する人材の育成に資することを
目的として、平成２１年度より実施

実習時期：７月～９月及び２月～３月
実習期間：概ね２週間
参加者数：第１回（平成21年７月下旬～10月上旬） ３０人

第２回（平成22年２月上旬～３月下旬） ２８人
第３回（平成22年７月下旬～９月下旬） ２７人
第４回（平成23年２月上旬～３月下旬） １７人
※ 東日本大震災のため、１１人がインタ－ンシップ受入中止

第５回（平成23年７月中旬～９月下旬） ２３人

各府省合同業務説明会の開催

法科大学院生を対象に、中央省庁の業務内容や人材育成などに
ついて省庁毎に説明するとともに、公務理解に資することを目的
として、平成２０年度より実施

平成20年12月14日(明治大学)
平成21年10月 3日(早稲田大学)
平成21年10月17日(東京大学）
平成22年 9月13日(明治大学)
平成22年10月 7日(東京大学)
平成23年 9月13日(中央大学)
平成23年12月 8日(東京大学)

なお、以上のほか、人事院が主催する一般学生等を対象とした
各種説明会等への法科大学院学生の参加も期待されます。

法科大学院の学生を念頭に置いた

人材確保活動・啓発活動（平成２３年度）
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